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2016年秋の運動宣伝スポット演説原稿（ひながた）
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※使い方　●と■を交互に組み合わせて話します。適宜アレンジしてお使いください。

●民商の紹介●
商店街のみなさんこんにちは。私たちは、●●民主商工会・民商です。私は○○で○○業を営む○○です。民商・民主商工会は、全国18万人の中小商工業者の団体です。商売・経営・税金・資金繰りの相談に乗り、解決もする強い味方です。消費税増税反対や地域振興条例の制定運動などにも取り組んでいます。みなさんも、ぜひご一緒に商売と暮らしの発展をめざしましょう。
民商は、経営のヒントや解決法が満載の「全国商工新聞」を発行しています。月4回500円の全国商工新聞をぜひお読みください。

■消費税増税は中止し5%に戻して■
みなさん、「アベノミクス」の恩恵を感じておいででしょうか。安倍首相は、アベノミクスの成果を自慢しますが、実際は、「実質賃金は5年連続低下」「個人消費は2年連続マイナス」です。多くの人が苦しいくらしを強いられており、潤っているのは一部の大企業や富裕層だけです。今、必要なのは消費税の税率を５％に戻し、中小業者・国民の苦難を軽減することです。それこそ、地域経済が活性化し、景気回復の決め手です。
政府やマスコミは、「消費税がないと社会保障財源が不足する」と宣伝しています。消費税が導入されて、社会保障がよくなるどころか、ますます悪くなっており、政府はさらなる大改悪を狙っています。
そもそも税金は、能力に応じて集め、くらしや社会保障に使うべきです。大企業は300兆円もの内部留保を貯めこみ、さらなる法人税減税も要求しています。私たち庶民は、増税と社会保障切捨てでくらしも命も脅かされています。「税金の集め方」を変えれば消費税増税は必要ありません。タックスヘイブンなど不当な税のがれをやめさせれば、財源はあります。「税金の使い方」を見直し、無駄な公共事業をやめさせ、軍事費も削り、不公平な税制をただしましょう。

■TPP■
臨時国会でTPPが論議されています。TPPは、国の経済主権を放棄し、農業だけでなく、商業・サービスなどすべての取引を自由化するものです。農林水産物全体で82％の関税撤廃を受け入れ、7年後には関税を全廃します。食品の安全基準や添加物などの表示基準が多国籍大企業の要求に応じたものに変えられてしまいます。
この条約の恐ろしいところは、一度条約を結べば自由化に問題があっても再規制は不可能になっていることです。また、条約違反とみなされれば、巨額な損害賠償も求められるのです。地方自治体が行う建設工事や物品・サービス調達にも国際入札が義務付けられます。公共工事の地元優先発注や自治体の制度融資、「中小企業振興条例」など中小企業支援策まで違反とされる可能性があります。
こんな危険な条約をどうして結ばなければならないのでしょうか。日本経済を多国籍企業に売り渡すTPPはいりません。民商は中小企業を廃業に追い込むTPPに反対しています。

■憲法改悪ストップ■　
　７月の参議院選挙で、自民、公明など「改憲勢力」が３分の２の議席を獲得しました。安倍首相はこの勢力をかさに着て、いよいよ憲法9条を前用としています。
憲法は、総理大臣や裁判官など、権力を持つ人暴走を防ぎ、国民の権利をまもるための定めです。ところが自民党の改憲草案を見ると、これまでの理念を180度変えるものになっています。70年間守り続けてきた「基本的人権」「平和主義」「国民主権」の３つの原則を変え、私たち国民の権利を制限するというものです。
自民党改憲草案は、「公益及び公の秩序」のために基本的人権を制限し、首相が「緊急事態」と宣言すれば国会審議を通さずになんでもできる緊急事態条項までが盛り込まれています。戦前の日本のような独裁政治に逆戻りする非常に危険な内容です。
昨年9月19日、「平和安全保障関連法」が強行採決され、今年の3月末に施行されました。これは、平和とは名ばかりの武力行使を可能とした「戦争法」です。日本はこれまで平和憲法のもとに70年間戦争で一人も殺さず、殺されることもありませんでした。戦争やテロによる憎しみの連鎖に国民を追い込むことは決して許されません。
　憲法は、人権を尊重し保障するためにつくられました。民商は、先の戦争による悲惨な体験から「平和であってこそ商売繁盛」を合言葉に平和や憲法を守り生かす運動に取り組んできました。ご一緒に、「憲法を守れ」の声をあげていきましょう。

■信用保証制度の改悪許すな■
安倍政権は、中小業者の経営の命綱である信用保証制度の改悪を狙っています。信用保証協会の保証割合を縮小し、セーフティーネット保証を見直すというのです。保証割合を縮小すれば、金融機関の「入り口」で中小企業・小規模事業者が信用保証制度から排除されかねません。また、新規の保証付き融資はもとより、複数の借り入れを一本化する借り換え融資が利用しにくくなります。信用保証付きを条件としている地方自治体の制度融資にも悪影響を及ぼしかねません。「信用保証制度が改悪されると企業との関係が悪化する」と、地域金融機関や信用保証協会からも懸念の声が上がっています。民商は「融資は権利」の立場で、制度融資や信用保証制度の拡充をすすめてきました。信用保証制度の改悪はきっぱりと中止させましょう。

■風営法■
「お酌をしたら罰金100万円」など、強権的な風営法の取り締まりが横行しています。スナックなど一般の飲食店がおもてなしをすることに対し、警察は、カラオケの手拍子やデュエットまで違反だと言いがかりをつけています。風営法に違反すれば、「２年以下の懲役もしくは２００万円以下の罰金」などの重い罰則が科されます。実際に警察が立ち入り、経営者が逮捕され、重い罰金を科された事例が、各地で起きています。こんな時代遅れの制度はなくすべきです。民商は、「表現の自由」や「営業の自由」を脅かす風営法の改正を求めます。そして「接待の基準」を見直し、警察の立入りを指導中心に改善するように求めています。警察の立入りや風営法届け出など、困った時は民商にご相談ください。

■問題だらけのマイナンバー制度■
マイナンバー制度でお困りではありませんか。「番号記載を強要された」「番号を教えないと代金を払わないと言われた」などの悩みが寄せられています。民商は各省庁と交渉し、「番号の記載なくても不利益はない」という回答を得ています。「個人情報の漏えいが心配」「従業員の番号管理が大変」「資産が把握されてしまうのでは」などの不安は民商と一緒に対策をたてて、営業を守っていきましょう。
いまでさえシステム障害や番号流出など相次ぐトラブルで問題だらけのマイナンバー制度。国民にはメリットはありません。マイナンバーで得するのはIT企業だけです。銀行口座や医療情報との紐づけなど、マイナンバー制度の運用の拡大が、狙われています。政府は今後、マイナンバーを資産調査などに使い、徴税強化や社会保障削減に利用しようとしています。プライバシーと財産権を侵害するマイナンバー制度の中止・廃止を求めていきましょう。

●民商押し出し●
民商は、学び合いながら自主計算・自主申告をすすめています。税務署などからの滞納処分に対し、「納税の猶予」「執行停止」など法律に基づく制度を使って営業とくらしを守っています。
自主計算・自主記帳は経営対策の基本です。補助金申請、経営交流会や飲食店スタンプラリー、住宅リフォーム・商店リニューアル助成制度実現など、さまざまな仲間と商売の知恵や工夫を交流しています。国の認可を受けた労働保険事務組合で、事業主も家族従業者も労災に加入し安心して仕事に打ち込めます。
憲法を守り生かし、平和でこそ商売繁盛と、あきないを頑張る民商・民主商工会に、ぜひみなさんもお入りください。
